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【総括報告】 
201９年５月内閣府の景気動向指数の基調判断では、中国経済の減速という影響

を受け、6 年２カ月ぶりに景気が後退しているという「悪化」に引き下がったと発表

され、社会保障費の財源である 10 月実施の消費税率１０％の実施に疑問符がついて

ところですが、その後の月例経済報告では、今年の１月から３月期の国内総生産は、

物価変動の影響を除いた実質で前期比０．５％増のプラスと発表され、緩やかな回復

基調とされました。ついては、社会保障費の確保の観点から 10 月の消費税率につい

ては区切りがつけられると思うところです。 

 先ずもって、事業方針に掲げておりました地域活動を支える貴重な財源である寄付

金等において不明金事案が生じ、それも年度初めから事案が発生していたこと、募金

等の性質上からあってはならない、寄付文化の醸成を図る真逆の行為である事案を起

こしてしまったと唯々反省するばかりであります。 

 さて、日本の将来人口構造を考えると２０３０年、２０４０年の厳しい生活環境が、

そのような中にもコミュニティーを何よりも大切に感じられる地域社会で有り続け

られるように、地域福祉の推進においては、長年の懸案であった小学校区のいわゆる

生活圏域といわれる小地域での見守り支えあい組織を育み、他の学区においても実績

をモデルに拡大を図ってまいりたいと願っています。 

 また、平成 29 年３月に市社協の経営あり方検討委員会を設置し、約６カ月と短い

期間のなかではありましたが、地域福祉の推進は、暮らしの中のほっておけないの実

感を刺激して、自分事として行動できるように「知ること」よりも「感じること」に

重点をおいた社協活動に、今すぐできることから段階的な視点で、すべての事業を考

えていくという答申をいただきました。 

介護保険事業の平成３０年改訂では、通所サービス、訪問サービス共に、サービス

提供時間区分の見直しに伴い、介護保険制度改定ではプラス改訂ではありましたが、

実質サービス利用時間の細分化と選択肢が増え、事業決算では、事業によって利用数

は増加したものの収入増につながらない厳しい事業となったものもありました。 

しかし、拠点区分をさらにサービス別に事業分けした人件費比率で見たところ、地

域福祉推進事業８０％、訪問型事業７４％、通所型事業７１％、相談支援型事業８０％

で、法人全体で７４％であり、前年度より１ポイント減の同様に推移しました。 

この様なことから、昨年度に続き当法人全体の決算につきましては、黒字決算とな

り、過去に基金の取り崩しを余儀なくされてきたが、少なからず残高を戻すことにつ

ながりました。 

当社会福祉協議会は、地域福祉の推進という使命を果たすため、住民の皆様のご協

力をいただき、役職員が一丸となって、地域に根差した事業展開の推進に努めました。 

事業の具体的内容は、以下に報告します。 
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【事業別報告】 

 

 

 

（１）お互いに支えあう風土づくり（広報啓発） 

 市民に対し社協活動や地域福祉への理解を深めるため、広報紙を発行するとともに、ホー

ムページ等を通して啓発を行いました。 

特に、お互いに支えあう福祉のまちづくりについての啓発を重点的に、広報等での情報発

信を行い活動の見える化に取り組みました。また、社会福祉大会では、地域ぐるみの福祉活

動について子ども食堂や生活支援グループに取り組む武佐学区の取り組みから、地域の状況

に応じた福祉活動の推進について考える機会としました。 

①広報紙「社協おうみはちまん」の発行 ５月、７月、９月、１１月、１月、３月 

②ホームページ、フェイスブックによる

情報発信 

随時 

③社会福祉大会 

と き：平成３０年９月２９日（土） 

ところ：近江八幡市文化会館小ホール 

内 容：表彰、シンポジウム 

テーマ：地域ぐるみで支える子どもの育ち 

と暮らしの安心 

～オール武佐の実践に学ぶ～ 

基調講演  

  ジャムおじさんとバタコさんに学ぶ地域福祉 

  講師 中根真氏 龍谷大学短期大学部 学部長 

活動実践報告（コーディネーター：中根真氏） 

 富岡早苗氏（スエばあちゃん食堂代表） 

 松川謙二氏（近江八幡市立武佐小学校教頭） 

益田宏美氏（武佐子ども園園長） 

大林喜宏氏（生活支援グループさぽーとむさの輪） 

参加者：約２００名 

 

（２）福祉の学びの推進（福祉教育）                 

①学校や地域の福祉団体と連携した活動体験型福祉教育の推進 

 学校や地域で行われた福祉学習への支援、協力を行いました。学校の先生方への福祉教育

の進め方についての講座を開催するとともに、ボランティアや地域の福祉施設や民生委員児

童委員協議会等と連携し、地域ぐるみで福祉教育が推進できるようｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄを意識して取り

組みました。 

 今後は、身近な地域における福祉のまちづくりと福祉教育を一体的に行うことで、子ども

たちと福祉活動に取り組む地域の大人のつながりができ、安心して暮らせる地域づくりにつ

１．排除と孤立をほっとかない思いやりの育つまちづくり 
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ながっていくため、地域の福祉団体と学校が連携した活動体験型の福祉教育を推進していき

ます。 

・学校への福祉教育支援 

 小学校 中学校 高等学校 その他 

平成３０年度 ４校 ９件 １校１件 １校２件 １件 

平成２９年度 ４校１１件 １校１件 １校１件 １件 

平成２８年度 ４校３０件 ― ２校４件 ― 

・先生への福祉教育講座開催 

  視覚障がい者体験（見えないことってどんなこと？）３回実施 

車いす体験 ２回実施 

②赤十字奉仕団による福祉学級の開催支援 

 日赤奉仕団の実施する各学区での子どもを対象にした福祉学級への助成 

③出前講座（支援の必要な方への理解および支えあいの地域づくりを啓発） 

 見守り支えあえあいや、災害時にも生きる日頃の取り組みの必要性や、福祉課題の

解決に向けた取り組み、だれもが安心して暮らせる福祉のまちづくりについて、取り

組み事例を交えて、啓発や取り組みの説明を行いました。 

 ・支えあいの地域づくり等自治会単位への職員派遣 ５６件（平成２９年度４６件） 

 ・学区（地区）域で開催された研修等への協力  ３８件（平成２９年度３１件） 

 ・団体の研修等への協力 １０件（平成２９年度１５件） 

④子ども民生委員活動の取り組み支援 

 ・安土学区民生委員児童委員協議会の取り組む子ども民生委員活動の 

取り組み支援（安土中学校の作業所訪問、安土小学校児童のグループホーム訪問） 

 

（３）ボランティア活動の推進（ボランティアセンター事業の推進）  

〈評価と方向性〉 

ボランティアセンターでは、運営委員会を開催し、市民参画による運営を行いました。前

年度に引き続きボランティア交流会を開催し、活動分野を超えて活動の中から見えてくる地

域の課題を話し合いました。また、ボランティア講座として、市民のボランタリーな民間性

を活かしながら地域課題を話し合い、ともに解決できる活動を目指すワークショップを開催

し、活動者が分野を超えてつながり、制度サービスでは対応しにくいところをボランティア

で支えるセーフティネットの開発実施に取り組みました。 

 また、西日本豪雨災害や大阪北部地震の支援に出向いた市内のボランティア対象に災害ボ

ランティア情報交換会を実施し、現地の状況やボランティアに出向いての経験を共有しまし

た。 

 下半期に市内の子育てボランティアを対象に、市子ども支援課・子育てボランティア活動

者と一緒に子育てボランティア交流会を３回実施し、グループ間の交流と子育ての課題、取

り組んでいきたいことや活動に関する悩みを共有しました。 

より身近な地域での、困りごとと活動者をつなぐ学区単位での仕組みづくりは、学区の地

域福祉活動と連携して、生活支援の体制づくりに取り組み武佐学区で生活支援グループが新
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たに立ち上がりました。また学区単位のカフェの送迎、自治会単位の見守り支え合い活動や

地域で困っている生活支援への参画を市域で活動している分野別ボランティアにも働きかけ、

送迎や居場所づくりなどあらたな活動実践が生まれました。 

① ボランティアセンター運営委員会の開催 

市民参画によるボランティアセンターの立ち上げから 6 年目を迎えました。運営委員会を

開催し、運営について協議を行いました。 

開催日 内 容 

6 月 21 日 

平成２９年度ボランティアセンター事業報告について 

平成３０年度ボランティアセンターの方向性について 

平成３１年度ボランティアセンターの在り方について 

3 月 5 日 
平成３１年度ボランティアセンターの事業計画について 

今後のボランティアセンター運営委員会について 

 ②ボランティア活動に関する活動・相談支援 

ボランティア活動等に関する情報提供や相談等を行い、活動の支援を行いました。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

登録受付 
個人 50 名 

団体 132 件 

個人 135 名 

団体 110 件 

個人 134 名 

団体 120 件 

相談受付・情報提供 2,068 件 1,592 件 1,570 件 

 ※個人登録については、実働者数で整理をしました。 

＜相談の内訳＞ 

相談内容 出前ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

派遣 

福祉教育(学

校) 

福祉教育(地

域) 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ募

集 

講師紹介依

頼(出前ﾎﾞﾗ

以外) 

ｲﾍﾞﾝﾄ等の運

営協力 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ保

険 

 284 24 80 24 20 234 558 

 

相談内容 助成金 活動場所 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱＧ・

団体の運営 

ｲﾍﾞﾝﾄ等の企

画調整打合

せ 

活動先の紹

介 

問合せ(部屋

使用や講座ｲ

ﾍﾞﾝﾄ) 

総計 

 131 12 250 57 40 354 2,068 
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③ボランティア同士の交流 

・ボランティア活動者同士の交流『ボランティア交流会』の開催 

 

 

 

 

 

 

④安土町ボランティア連絡協議会の支援 

 ボランティア活動の推進のため、安土地区で活動されている安土町ボランティア連絡協議

会活動を支援しました。 

 

⑤ボランティア講座の開催 

◇地域課題を学び新たな活動を生み出すワークショップ 

開催日 内 容 参加者 

６月１１日 わがまちの社会課題を考えてみる ２２人 

７月 ９日 わがまちの社会課題に気づく ２３人 

８月１３日 
自分の特性を活かした社会課題の解決に向けて私たちに何

ができるか？ 
１７人 

９月１０日 プランの実行に必要な社会資源について考える １８人 

１０月 1５日 発表、振り返り、意見交換 ２０人 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥地域活動相談の実施 

地域コーディネーターの設置 

 退職前後の男性が地域活動をはじめるきっかけの相談窓口として地域コーディネーターに

よる相談活動を実施しました。平成３１年２月に開催した近江八幡おやじ連作品展にて地域

活動相談を実施しました。 

 ◇地域活動相談 

 と き：月曜日（第５週を除く） ところ：ひまわり館ボランティアセンター 

     平成３０年８月～ 第２第４月曜日 ところ：ひまわり館ボランティアセンター 

 内 容：退職男性を対象とした地域活動相談 

 開催日：２７日 

 

開催日：6 月 21 日(水) ひまわり館ホール 

内容：講演「今ある活動を活かすみんなのまちづくり」、

グループごとの交流 

参加：団体 90 名 

 

 

 

地域社会の課題の中から、取り組んでみたい課題

を見つけ、仲間と共に、解決に向けての取り組みを

企画しました。 

課題解決に向けての取り組みを進めていくうえで、

具体化に向けての方法を学びました。 
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相談件数：４件 （平成２９年度 ５件） 

 ◇地域コーディネーター会議の開催 ４回開催 

 

⑦くらし応援サポーターの取り組み 

 くらし応援サポーターうさぎのみみ（傾聴活動） 

   サポーター登録２５名、毎月平均１０名が利用 

   定例会を開催 

10 月には傾聴講座を開催し、既に活動しているメンバーに加えて、活動を希望する新たな

方も含めて、傾聴の基本について学び、あらたに２名の傾聴ボランティアを迎え入れました。 

 ボランティア活動者自身が活動の運営を担えるようボランティアセンターでサポートを引

き続き行っていきます。 

 

⑧ボランティア保険加入の窓口 

 ボランティア保険の手続き 

ボランティア活動保険加入の手続き窓口として、事務を行いました。 

 活動保険 行事用保険 福祉総合保障 送迎サービス 

保障 

平成３０年度 ２，５５４名 １２７件 ７団体 ４団体 

平成２９年度 ２，４９７名 １２４件 ２団体 ３団体 

 

 

 

 

（１）地域の居場所づくりの推進                 

 ①自治会単位のふれあいサロン活動の支援 

住民同士のつながりを深め、支えあう地域づくりのため、各地域でふれあいサロンが開催

され、閉じこもりがちな人の居場所づくりや地域における見守り活動として有効な活動とし

て根付いてきています。今後、更に、身近な地域における交流の場と機会が増え、内容が充

実するよう、各学区（地区）社協と連携し、推進していく必要があります。また、お茶を飲

みながらおしゃべりを楽しまれるワンコインカフェも地域の中で、取り組みが広がりつつあ

り、見守りや地域の連携強化に効果的な取り組みとして取り組みを推進していく必要があり

ます。 

ふれあいサロン実施回数 

学区 八幡 島 岡山 金田 桐原 馬淵 北里 武佐 安土・老蘇 合計 

個所数 20 8 10 18 19 13 6 18 36 148 

回数 79 59 123 265 208 535 55 128 528 1,980 

«平成 29年度 144個所 2,409回» 

 ②学区単位のワンコインカフェなどの居場所づくり 

 地域のつながりづくりの取り組みとして、広域の居場所づくりが広がっています。 

２．共感し、共有しあえる居場所づくり 
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 小学校単位の居場所づくりを通じて、自治会単位にも取り組みが広がっており、身 

近な地域で、気軽に立ち寄れる、また、困ったときに相談できるような居場所づく

りを推進していきます。 

 

継続 八幡学区（ワンコインカフェほっこり）、島学区（ワンコインカフェ紅芭）、 

桐原学区（金よう茶屋） 

 金田学区（ふれあい喫茶）、武佐学区（すきどりカフェ等） 

安土地区（サロン活動金曜会）、安土学区（ふくふく）、老蘇学区（おいそや） 

 新規 馬淵学区（まぶちふれあいカフェ） 

 

③子どもの居場所づくり（子ども食堂・学びの広場等）の活動支援 

・子ども食堂交流会の開催（共同募金助成事業） 

市内７団体８か所に広がった子ども食堂のスタッフや子ども食堂に関心のある方

を対象に、子ども食堂の役割の確認と、地域で何らかの寂しさを抱えている子どもた

ちを地域ぐるみで育んでいくために交流会を開催しました。 

開催日 内容 人数                           

2 月 23 日 

 

・講演 

「気になる子どもたちへの気づきと関わりについて」  

講師：湖北子ども食堂リエゾン 代表 北居理恵氏 

・子ども食堂実施団体紹介 

・活動紹介 

  私たちの子ども食堂手作り料理の交流会 

・情報交換 

               

              「あたたかい気持ちはあたた      

               かい言葉かけから」など気 

               になる子どもたちへの関わ 

               りについて学び合い、食事 

               づくりを交えて、スタッフ 

               同士の交流を図りました。 

17 名 

 

・子ども食堂への活動支援 

 子ども食堂の実施体制づくりや運営支援を行いました。子ども食堂への関心が高まり、お  

米や食糧の提供をいただくことが増えました。 

７団体８箇所 

 

④子育て支援事業つどいの広場事業の実施（市委託事業） 

 就学前の子どもとその保護者が気軽に集い、うち解けた雰囲気のなかで、情報交換や交流

を図る場として「つどいの広場事業」を開催しました。 

 事業を通して、子育てに不安がある保護者への相談援助活動や地域の子育て支援に関す 
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る情報提供、使わなくなった育児用品やおもちゃなどのリサイクル広場を行いました。 

 また、昼食時や料理教室において食育についてのお話しの場を設けました。新に、少しで

もママがほっこり自分の時間を持てるように、コーヒーをゆっくり飲んでもらおうと、ママ

カフェを実施しました。 

今後、より多くの方に参加していただけるよう周知と内容の工夫をしていく必要があります。 

 H30 年度 H29 年度 H28 年度 

開催日数 １４８日 １４１日 １４５日 

延べ参加者 ２，８８０名 ２，６５２名 ２，９９６名 

開催日：毎週火・水・金曜日（祝祭日、年末年始を除く） 

ところ：あいあいの家（安土町上豊浦元工場） 

内 容：お話広場（毎月第１火曜日） ティタイム＆お誕生会（毎月第３水曜日） 

    ママ教室 遊びの広場 リサイクル広場 ママカフェ 

 

⑧レクリエーション用品の貸出 

 ふれあいサロン活動のなどのためのレクリエーション備品の貸し出しを行い、地域活動の

支援を行いました。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

本 所 ５８件 ７１件 ６８件 

支 所 ９３件 ５２件 １４１件 

 

（２）地域で出番づくり                      
①子どもによる訪問活動の推進 

・安土学区民生委員児童委員協議会における「子ども民生委員活動」（小学生のグ

ループホーム訪問活動・中学生の障がい者支援作業所）を市社協で支援。 

 

 

 

 

 

〈評価と方向性〉 

  第２次地域福祉活動計画の初年度として、地域担当職員を中心に、目標達成に向けて取 

り組みました。平成２９年１０月に地域福祉活動計画推進３か年アクションプラン（生活

支援活動強化方針）を策定し、①自治会単位における困りごとの早期発見、②学区単位にお

ける協議協働できるネットワーク構築のための話し合いの場づくり、③個別の困りごとに対

応できる活動の実践といった、①～③困の取り組みにより、困ったときに見守り支えあいの

できる地域づくりを目指して、「わがまちのお助け隊をつくろう座談会」や生活支援活動に向

けての話し合いの場づくりを行いました。 

見守り支えあい活動やふれあいサロンなどの居場所づくりの推進については、地域に出向

いて必要性の啓発や取り組み事例の紹介や体制づくりに関わることや、「見守り支えあい推

３．見守りと支えあいのつながりのあるまちづくり 

～自分のまちを信頼して「助けて」と言える地域～ 
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進会議」といった、自治会長、民生委員児童委員、福祉協力員等の連携強化を目的とした話

し合いの場づくりを行い、新たに見守り支えあいの体制づくりに取り組む自治会が増えてい

ます。新たに取り組む自治会が増えるとともに、地域の課題解決につながる取り組みになる

よう、気づきから取り組みにつながる支援の継続が必要です。 

また、生活支援活動は、組織化に向けて話しあいを継続しながら、自治会単位の活動と連

動した助けあいサポートセンター発足を目指して、取り組みを継続します。 

 

（１）自治会単位の福祉のネットワークづくり            

 ①福祉協力員活動の支援 

 福祉協力員は、学区（地区）社協会長が自治会単位に設置をお願いし、委嘱するものです。 

ふれあいサロン活動や見守り活動など、身近な地域における福祉活動の必要性が高まってい

ます。今後、福祉協力員の役割と活動内容が地域に浸透していくように、学区（地区）社協

および地域福祉推進員と連携し、推進していく必要があります。 

 ◇学区（地区）社協別福祉協力員数 ≪合計 ２９４名≫ 

学区 八幡 島 岡山 金田 桐原 馬淵 北里 武佐 安土・老蘇 

人数 58 8 27 29 31 27 21 30 63 

 また、福祉協力員活動の支援を目的に研修会を開催しました各学区（地区）社協と連携し

研修会を開催しました。 

◇福祉協力員研修（学区域） 

学区の状況に応じて、研修会などで取り組みに関する周知を行いました。 

学区名  研修名（対象者） 

八幡学区 5 月 19 日 ふれあいのまちづくり推進協議会総会研修（福祉協力員） 

島学区 4 月 18 日 福祉協力員研修会（福祉協力員） 

岡山学区 6 月 16 日 福祉協力員研修会（自治会長・福祉協力員・民生委員） 

金田学区 6 月 19 日 
ふれあいのまちづくり学習会（福祉協力員・民生委員・自治

会長、ふれあいサロン指導者） 

桐原学区 5 月 26 日 
自治会長・民生委員児童委員・福祉協力員合同会議 

（自治会長・福祉協力員・民生委員） 

馬淵学区 6 月 16 日 福祉協力員研修会（福祉協力員） 

武佐学区 6 月 15 日 
見守り支えあい推進会議において研修（自治会長、民生委員、

福祉協力員、見守り支えあい推進委員） 

安土地区 4 月 24 日 福祉交流会（福祉協力員・民生委員） 

 ②見守り支えあい活動の推進 

 身近な地域において、福祉課題の共有と課題の解決に向けた取り組みができるしくみづく

りとして、自治会単位の「見守り支えあい活動」を推進しました。 

 見守り支えあい活動の推進を目的に、学区（地区）社協と協働で、学区ごとの状況に応じ

た推進体制づくりとして「見守り支えあい推進委員会」、および学区単位の話し合いの場づく

りとして「見守り支えあい推進会議（学区小地域ケア会議）」、自治会に出向いての「福祉の

まちづくり懇談会」を開催しました。地域での会議の開催や情報提供などの支援により新た
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な取り組みが始まるなど成果が見えています。自治会単位の見守り支えあいのネットワーク

づくりは、新に１０自治会で立ち上がりました。（３０自治会⇒４０自治会） 

 

 ③見守り支えあいのまちづくり一覧表の作成 

 見守り支えあい推進会議などで把握した、自治会単位の居場所づくり、福祉課題発  

見・見守り体制づくり、生活支援の取り組みについて一覧表を作成した。 

 

 ④生活支援送迎車両（ささえあい号）貸出事業の実施 

市社協所有の車両を、生活支援を目的に自治会等の団体に 

貸出を実施。 

実績 13 件 利用者数：計 43 名 

 

（２）学区（地区）社協を主体とした地域福祉活動の推進       

 

①学区（地区）社会福祉協議会会長会の開催 

学区（地区）社協間の情報交換や連携を行っていくため、学区（地区）社協会長会を開催

しました。 

開催日 協議事項 

７月１２日 
地域福祉の推進について、災害支援活動・災害時に備えた取り組みにつ

いて、市社協会費について 

１０月１２日 
市社協会費について、共同募金運動について、地域福祉活動の推進につ

いて、災害時の支援体制づくりについて 

１２月２５日 
地域福祉活動の推進について、市社協会費について、共同募金運動につ

いて 

 

② 地域福祉推進員活動の支援 

 地域福祉推進員は、各学区（地区）社協に１～２名設置し、学区（地区）社協会長とと

もに学区（地区）社協事業の企画や運営を行っていただくことを目的に設置するものです。 

 学区ごとの、福祉活動の推進において、地域福祉推進員と情報共有を図りながら、取り

組みを進めました。地域の福祉課題に対応した学区社協活動の強化を図るため地域福祉推

進員の情報交換および情報共有のための会議の開催が必要です。 

地域福祉推進員連絡会議   

開催日 協議事項 

２月１８日 

地域福祉推進状況と今後の重点課題について、各学区（地区）の地域福

祉推進員活動の共有について、福祉協力員活動支援の現状と課題につい

て、次年度に向けて 

 

③ 学区ごとの生活支援の仕組みづくり 

・わがまちのお助け隊をつくろう学習会の開催 
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 平成２９年度に、暮らしに身近な生活圏域である小学校区ごとで、開催したわ

がまちのお助け隊をつくろう座談会に引き続き、助けあいサポートセンター体制

づくりを目指して、学習会を開催しました。 

 わがまちのお助け隊をつくろう学習会 

開催日 協議事項 

４月９日 

視察交流研修 行先：東近江市御園コミュニティセンター 

 ・ちょこっとサポートみその ・神田町くらしの応援つながり 

  参加者２４名 

１１月９日 

講演：地域の力をつなぐまちづくり 

講師：櫃本真聿さん（四国医療産業研究所所長・市生活支援体制整備事

業アドバイザー）市長寿福祉課と協力し協働開催。参加者５０名 

   成果：岡山学区で取り組みに向けた準備会を開始。 

   武佐学区でサポーター募集、研修実施、生活支援グループ発足、支援開始。 

武佐学区で市社協の送迎車輌を活用した送迎支援実施。 

島学区で企業と連携した買い物支援の取り組み継続（長寿福祉課支援） 

八幡学区で居場所への移動支援開始。 

安土地区、馬淵地区で検討開始。 

 

④学区（地区）社会福祉協議会との連携による地域福祉活動の推進 

 ◇八幡学区 

取り組み項目 内 容 

目標 
①福祉委員会(見守り支えあい活動)の支援及び立ち上げ支援 

②地域課題の把握と生活支援活動の取り組み支援 

取り組み 

①福祉委員会の立ち上げ支援、活動支援 

・福祉委員会情報交換会の開催支援 

・見守り支えあい推進組織新規立ち上げ（16 区） 

②生活支援体の取り組み 

・学区ワンコインカフェへの移動支援開始 

次年度に向けて 
・福祉委員会の立ち上げ支援および活動支援 

・学区社協活動の支援 

 ◇島学区 

取り組み項目 内 容 

目標 
①防災体制の強化と日常的な見守り活動をリンクさせる 

① 生きがい福祉部会の課題解決機能の活性化を図る 

取り組み 

①防災と見守りをテーマとした研修会の開催 

・人権学習において災害と人権についての研修実施 

②視察研修を通して見守り支えあい活動についての理解を得る 

・学区社協研修におけて生活支援グループの視察 

次年度に向けて 
・災害時にも活きる日頃の見守り支えあい活動の推進 

・既に取り組まれている買い物支援を含む生活支援活動の検討 
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 ◇岡山学区 

取り組み項目 内 容 

目標 
① 自治会における問題の早期発見、対応の仕組みづくりの推進 

② 生活支援ボランティアグループの立ち上げの検討 

取り組み 

①「見守り支えあい活動」の啓発 

・見守り支えあい推進委員会の開催 

・見守り支えあい推進会議の開催（１回） 

・見守り支えあい推進組織新規立ち上げ（小船木町・大房町、船木町、 

南津田町） 

②生活支援活動についての検討会の開催 

・くらし応援団おたがいさん岡山準備会立ち上げ、視察研修実施 

次年度に向けて 
・早期発見につながる自治会単位の見守り支えあい活動支援 

・学区の困りごと把握につながる取り組みの推進 

 ◇桐原学区 

取り組み項目 内 容 

目標 
① 見守り支えあい活動の推進 

② 学区の福祉課題共有と解決の仕組みづくり 

取り組み・成果 

① 見守り支えあい活動の推進 

・自治会長、民生委員、福祉協力員三者合同会議開催（１回） 

・見守り支えあい推進組織新規立ち上げ（池田本町虹の町、篠原町） 

② 課題共有の仕組みづくり 

・今後の見守り支えあいネットワークの推進に向けての協議 

次年度に向けて 

・自治会単位の見守り支えあい活動の推進 

・学区福祉課題の共有と解決に向けた取り組みの推進 

・見守り支えあいネットワークに関する学習会の開催 

 ◇北里学区 

取り組み項目 内 容 

目標 
① 自治会単位の見守り支えあい活動の推進 

② 困りごとの受け皿づくり 

取り組み・成果 

① 見守り支えあい活動の立ち上げ支援 

・見守り支えあい推進会議の開催（１回） 

・見守り支えあい推進組織新規立ち上げ（野村町） 

・福祉講習会の開催支援（障がい者理解） 

② 困りごとの受け皿づくり 

・福祉懇話会（自治会長・民生委員の話しあい） 

次年度に向けて 

・自治会単位の見守り支えあい活動の継続支援 

・学区の福祉課題の共有と解決に向けた取り組みの推進 

 ◇金田学区 

取り組み項目 内 容 

目標 

① 自治会単位の見守り支えあい活動の推進 

② 福祉課題の解決に向けて取り組める人材の発掘（次年度以降の

取り組みに向けて） 
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取り組み・成果 

① 見守り支えあい活動の啓発、課題解決に向けた協議の場づくり 

・見守り支えあい学習会の開催（１回） 

・見守り支えあい活動の啓発 

・学区防災推進チームと連携した啓発 

  防災研修会における啓発、避難訓練における啓発（３カ所） 

  災害ボランティアセンターサテライト訓練の実施（新） 

②課題共有のできる場づくり 

・次年度に見守り支えあい推進委員会を計画 

次年度に向けて 
・自治会単位の見守り支えあい活動の立ち上げに向けた取り組み 

・学区の福祉課題の解決に向けた協議の場づくりを実施 

 ◇馬淵学区 

取り組み項目 内 容 

目標 
① 見守り支えあい活動の推進 

② 地域福祉計画（第２次）の推進 

取り組み・成果 

① 見守り支えあい活動の啓発・立ち上げ支援 

・見守り支えあいのまち推進会議の開催（１回） 

・見守り支えあい推進組織新規立ち上げ（南新在家・新巻・東川） 

② 地域福祉計画の策定 

・地域福祉推進委員会の開催 

・ふれあいカフェ新規立ち上げ（まぶちふれあいカフェ） 

・まち協と連携した避難所運営ゲーム HUG 研修の実施 

次年度に向けて 
・自治会単位の見守り支えあい活動の推進 

・学区内の課題把握と課題対応に向けて協議の強化 

◇武佐学区 

取り組み項目 内 容 

目標 
① 自治会における見守り支えあい活動の推進 

② 生活課題の解決に向けた協議と取り組みの推進 

③ 地域福祉活動計画に基づいた学区社協活動の推進 

取り組み・成果 

① 見守り支えあい活動の啓発・立ち上げ支援 

・見守り支えあい推進会議の開催（２回） 

・見守り支えあい推進組織新規立ち上げ（西宿） 

② 学区域の生活支援の仕組みづくりに向けた取り組みの推進 

・見守り支えあい推進委員会の開催（４回） 

・サポーター研修の開催（３回） 

・生活支援グループさぽーとむさの輪発足 

③ 地域の福祉課題に対応した学区社協活動の推進 

・見守り支えあい推進委員会（計画推進会議）の開催 

・災害ボランティアセンターサテライト訓練の実施 

次年度に向けて 

・自治会単位の見守り支えあい活動の推進 

・課題把握の方法の充実 

・学区社協活動の協議活動の充実 

 ◇安土地区（安土学区・老蘇学区） 

取り組み項目 内 容 

目標 

① 見守り支えあい活動の未実施地区への働きかけと実施地区の

継続支援 

② 地域活動と福祉の専門職とのネットワークづくり 
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③ 地域の福祉課題解決に向けた地区社協活動の推進 

 

 

 

取り組み・成果 

① 見守り支えあい活動の推進 

・見守り支えあい推進会議の開催（２回） 

・見守り支えあい推進組織新規立ち上げ（下豊浦永町） 

・消費者被害防止プロジェクトへの強力（見守り活動と連携） 

② 福祉専門職を交えた福祉のネットワークづくり 

・たすけあいネットワークあづち推進会議開催 

③ 福祉課題の解決に向けた地区社協活動の推進 

・地域福祉計画の策定 

次年度に向けて 
・身近な地域の見守り支えあい活動推進を継続すること 

・学区ごとの生活支援グループの組織化 

⑤地域福祉活動に関する相談件数 

 地域担当職員を配置し、地域に出向き、身近な地域での課題の早期発見の仕組み

づくりの啓発や、課題解決に向けた取り組みの推進をしてきたことで、平成３０年

度は 1,949 件の相談があり、制度でだけでは対応できない福祉の困りごとに地域の

自治基盤や民生委員児童委員、ボランティアや福祉団体との連携によるセーフティ

ネットづくりに取り組みました。 

〈地域福祉活動に関する相談：相談内容の内訳〉 

相談内容 学区社協活動 ふれあいｻﾛﾝ 見守り支え合い 助成金 
居場所づくり

(身近な地域) 
子ども食堂 共同募金 

相談件数 327 67 437 376 71 191 48 

 

生活相談 福祉教育 災害 

中間的な居場所

づくり(市域) 
地域ｹｱ会議 

相談支援

体制強化 
総計 

155 69 95 77 25 11 1,949 

《平成３０年度 1,894 件》 
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〈地域福祉活動に関する相談：相談者の内訳〉 

相談者 学区社協 福祉協力員 自治会 民生委員 まち協 近江八幡市 福祉団体 

相談件数 592 11 283 128 65 137 190 

 

 

 

（３）福祉関係団体・企業等との連携・協働 

① 市内福祉関係団体との連携 

② 福祉団体への助成 

福祉団体等に対し助成を行いました。また、寄付者の意向に基づいた子ども福祉活動助

成を行いました。 

・学区（地区）社会福祉協議会に対し助成 

・ 団体助成（福祉関係団体助成 13団体に助成） 

・子ども福祉活動助成（6団体に助成） 

③近江八幡市民生委員児童委員協議会事務局 

④ 近江八幡市赤十字奉仕団事務局 

⑤ 近江八幡保護区保護司会事務局 

⑥ 見守りあい協定の締結 

  ・滋賀中央信用金庫様との見守り協定 

    

 

日赤奉仕団 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ G 学校 事業所 一般住民 その他 総計 

10 200 30 30 181 92 1,949 
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（４）災害時支援の仕組みづくり 

〈評価と方向性〉 

学区社協役員や、ボランティア活動者などに呼びかけ、災害ボランティアセンターの立ち上

げ訓練を行うととともに、日ごろの福祉活動につながる、地域の防災の取り組みを支援しま

した。新たに武佐学区においてサテライト訓練を実施することができました。 

 今後は、地元の状況を把握している人が復興に向けた支援に関わることが、混乱を少なく

し、いち早い支援につながること、災害の事前に取り組む活動が日頃の福祉問題の予防と解

決を行う地域力の強化になることから、学区ごとのネットワークづくりを目的に、多くの学

区でサテライト訓練に取り組むことができるよう、取り組みを進めていく必要があります。 

 ①災害ボランティアセンター設置・運営訓練の実施 

 近江八幡市が実施する総合防災訓練に参加し、ボランティア約３０名とともに災害ボラン

ティアセンター設置および運営訓練を実施しました。また、安土地区社協と協働で、災害ボ

ランティアセンターサテライトセンター運営訓練を実施しました。 

開催日 内 容 

８月２６日（日） 

災害ボランティアセンター運営訓練の実施 

・本部訓練実施 

  ボランティアの受付、活動紹介、サテライトの設置、送迎 

・安土サテライト運営訓練の実施 

  ニーズ把握ボランティアの受け入れ、活動紹介、活動体験 

・武佐サテライト運営訓練の実施 

  ボランティア受け入れ 

１１月２５日（日） 
金田サテライト運営訓練 

  ボランティア受付、活動紹介、活動体験 

 

 

 

 

 

 

 

 

金田サテライト運営訓練 

②当事者・支援団体を交えたネットワークづくり 

  ・障がい児者地域自立支援協議会との連携（避難所訓練の実施） 

市総合防災訓練運営訓練   安土サテライト運営訓練   武佐サテライト運営訓練 
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③災害ボランティアセンター運営支援職員派遣 

  ７月豪雨 岡山県倉敷市災害ボランティアセンター １名 

④災害ボランティア活動 

  大阪北部地震 茨木市 7 月 14 日  市民ボランティア 4 名、職員２名 

⑤災害ボランティア情報交換会 

  ９月１４日 総合福祉センター ひまわり館 ２３名参加 

災害ボランティア活動にいかれた方市民の方の交流会を行いました。 

 

 

 

 

 

 

（１）総合相談機能の強化                     

〈評価と方向性〉 

 食糧支援、地域の方々の身近な相談窓口として、総合相談事業を強化していきます。 

地域福祉権利擁護事業の利用者は年々伸びています。 

 この事業の利用は、今後も増えていくことが予想されることから、相談活動経験者等によ

る登録生活支援員の確保など、今後も支援体制の充実を図れるようつとめていきます。 

 

① 総合相談事業 

 住民の身近な相談所として、また、福祉課題の把握の窓口として、心配ごと相談を実施し

ました。心配ごと相談は、開催日を増やし、本所で偶数日(平日)に開催しました。今後はこれ

まで以上に相談していただきやすい相談窓口となるよう、地域の方々に安心して相談してい

ただけるよう、周知を行っていきます。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

心配ごと相談（本所） 

      （支所） 

５０件(１１５日) ２２件（４５日） ２１件（５０日） 

― ３件（１０日） １件（１０日） 

弁護士相談 ― ６５件（１２日） ６２件（１１日） 

司法書士相談 ― ６件（２日） １０件（２日） 

 

②生活福祉資金貸付 

・生活福祉資金の貸付業務 

 滋賀県社会福祉協議会が実施する生活福祉資金貸付事業の相談窓口として、相談支援活動

を通して貸付事業を実施しました。 

 貸付手続きだけでなく、近江八幡市の困窮者自立相談支援事業と連携し、申し込み相談の

内容からその世帯の抱えている問題点を把握し、他の福祉サービスに繋げることができまし

た。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

４．市社会福祉協議会の基盤強化 

～他職種がいる社協の力を地域で発揮する～ 
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相談件数 ４２件 ２８件 ５３件 

新規貸付件数 ２４件 ８件 １６件 
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・小口生活資金貸付事業 

生活保護適用までの方やすでに生活保護を受給されている方を対象に近江八幡市の補助事

業として小口生活資金貸付事業を実施しました。 

 借受者の実数、延べ人数とも平成２７年度より減少しています。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

貸し付け件数 ２５件 １８件 １９件 

 

③生活困窮世帯支援 

・食糧支援 

 一時的に食糧がない方に対して、世帯人数に応じた食料をお渡ししています。食糧支援の

利用者は年々増加し、特に平成２９年度は前年度より２８世帯増加しています。複雑な社会

環境や引きこもりの問題等により、今後も増加が予想されます。 

 また、平成２９年度より、フードバンクを始めたことにより、地域の方々から寄付を募り、

いただいた食糧や洗剤を活用させていただくことができました。 

 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

支援世帯 ５６世帯 ５５世帯 ２７世帯 

 

 
④ 暮らしづらさを抱えた人の居場所づくり事業 

地域でのつながりを失い孤立状態にある人や、引きこもり 

の人が社会と接点を持つ最初の一歩として、暮らしづらさ 

を抱えた人の居場所づくり事業『ねこの手』を平成 29 年 

度にあらたに開始しました。平成 29 年 4 月～8 月までに、 

6 か所の事業所に見学とニーズの聞き取りを行い、居場所 

づくりに関心を持つ市民ボランティア 3 名と一緒に事業の 

立ち上げを行いました。「地域とつながれる作業を通じた居場所」として、市民共生社会の実

現を目指しています。 

利用対象者はおおむね３０代～５０代のひきこもり等で福祉サービスに繋がっていない方

で、ひまわり館 2 階ボランティアルームで毎週火曜日 10:00～12:00 にローソクの仕分けや

封筒詰め等の作業を行っています。平成 30 年 3 月末現在で 5 名の利用者がおられます。作

業所やデイケアにはなかなか行くことが出来ない仲間が、週 1 回笑顔で作業に取り組まれて

います。 

 

（２）地域福祉権利擁護事業 

 ①地域福祉権利擁護事業 

認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等で判断能力が不十分な方が、安心して地域

で生活ができるよう、福祉サービスの利用援助や日常的金銭管理、書類預かり等を行う事業

を実施しました。行政や地域の包括支援センター、障がい者支援センターからの相談から契
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約にいたるケースが多くありました。契約件数は年々増加していて、今後もますます増加し

ていくことが予想されます。 

 認知症高齢者等 知的障がい者 精神障がい者 その他 

相談援助件数 １，０６２件  ９８９件  ９５７件    ０件 

新規契約件数    １１件     ３件 ３件 ０件 

年度契約件数 ２８件 ２８件 ３６件 ０件 

 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

契約件数 ９２件 ８８件 ８０件 

 

 
 

（３）在宅福祉サービス等の実施                  

①介護保険事業 

〈評価と方向性〉 

 介護保険事業は、社会福祉協議会の収入の大きな柱となっていますが、利用者の減少など

により厳しい運営となりました。平成３０年度の制度改正により収入の減少が予想されるた

め、サービスの質を落とすことなく、効率的な運営を実施いたします。 

【居宅介護支援事業】 

主任介護支援専門員 1 名を含む 5 名体制で業務を実施しましたが、利用件数を減らす結果

となりました。 

 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 

要支援 １０５件 ９７件 １４０件 

要介護 １，６８６件 １，８２８件 １，８８３件 

合計 １，７９１件 １，９２５件 ２，０２３件 

 

【通所介護・介護予防通所介護事業】 

・デイサービスセンターひまわり 

 重度の要介護の方は、一般的に施設入所となる傾向にあるにもかかわらず、重度の要介護

の方の件数を増やすことができました。 

 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 
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権利擁護事業契約件数
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要支援 ０件 ６８件 ２８８件 

要介護 ７，１２７件 ７，２１３件 ６，７９８件 

合計 ７，１２７件 ７，２８１件 ７，０８６件 

 

・デイサービスセンターきらめきあづち 

同様に減少傾向にあり、契約者数の底上げをする努力を引き続き重ねてまいります。 

 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 

要支援 ０件 １２件 １８４件 

要介護 ５，７４１件 ７，０７４件 ６，５３５件 

合計 ５，７４１件 ７，０８６件 ６，７１９件 

 

【訪問介護・介護予防訪問介護事業】 

・ヘルパーステーションあづち 

 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 

年間延べ ７，９９６回 ８，９３６回 ９，９３５回 

身体介護 ４，５１１時間 ４，６７３時間 ５，１１４時間 

生活援助 １，０６９時間 ２，２０６時間 １，９２２時間 

乗降介助 １３４時間 １８４時間 １１２時間 

合計時間 ５，７１４時間 ７，０６３時間 ７，１４９時間 

 

② 障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス事業 

〈評価と方向性〉 

 障がい福祉サービスについては、事業規模は小さいながらも契約件数が増加傾向にあり、

今後も事業強化を図ってい参ります。 

【介護給付事業】 

・居宅介護事業所 

 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 

身体介護 １，０４８時間 １，０６２時間 ７０６時間 

家事援助 ６４７時間 ３５２時間 ３６８時間 

合計時間 １，６９５時間 １，４１４時間 １，０７４時間 

 

・ガイドヘルプひまわり 

 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 

居宅介護 １２４件 １３８件 １６６件 

同行援護 ２２３件 ２０１件 １９４件 

合計 ３４７件 ３３９件 ３６０件 

 

【相談支援事業】 

 障がい者福祉サービスや障がい児通所支援の申請に係るサービス等利用計画案を作成する
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とともに、サービス等の利用状況を確認し、計画の見直しやサービス事業者等との連絡調整

を行いました。 

・相談支援事業所 

 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 

障がい児 ２７５件 ３０６件 ２５５件 

障がい者 ５６４件 ５５４件 ４８７件 

合計 ８３９件 ８６０件 ７４２件 

 

③高齢者支援サービスに関する事業 

〈評価と方向性〉 

 介護保険の対象とならないサービスのため、利用者からのニーズが高く、引き続き事業を

実施していきます。 

【福祉輸送事業】 

 公共交通機関の利用困難な要介護高齢者を対象に通院の送迎を行いました。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

延べ件数 ２９０件 ２０５件 １１３件 

 

【生活支援事業】 

 独自事業として、公的サービスでは対応できない一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯を

対象に、通院介助や入院時の洗濯などのサービスを引き続き実施していきます。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

延べ件数 ８０１ ９２件 ７７件 

 

【備品貸出事業】 

 ・車椅子の貸出 

 他制度・他施策で貸与や支給が受けられない方を対象に車椅子の貸し出しを行いました。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

本 所 ３３５件 ２８０件 ３０９件 

支 所 １２件 １８件 ３５件 

 

 

④障がい者支援事業 

〈評価と方向性〉 

 地域との連携や手話通訳の派遣など本会の強みを活かした障がい者支援事業を実

施しました。相談支援機関や障がい福祉サービス事業所と連携しながら実施していきます。 

【手話通訳事業】 

 聴覚障がい者のコミュニケーション支援のため、手話通訳サービスを実施しました。 

 日野町、竜王町と委託契約を行い、手話通訳者を派遣しました。 

 平成３０年度 平成 29 年度 平成 28 年度 
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日野町 81 件 94 件 111 件 

竜王町 118 件 191 件 139 件 

合計 199 件 285 件 250 件 

 

 

（４）地域福祉推進のための財源確保と共同募金運動の活性化 

 

①会費の募集 

 賛助会費の募集について、役員および職員で取り組みました。 

 平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

一般会費 6,595,280 円 6,595,280 円 6,595,280 円 

賛助会費 534,000 円 464,910 円 546,500 円 

 

②善意銀行 

広報等によりご寄付の紹介を行いました。 

 今後使い道についても、見える化を図り、ご寄付いただけるよう努めて行きます。 

 

③近江八幡市共同募金委員会 

 共同募金、日本赤十字社社資募集について、自治会、団体および事業所等の協力を得て実

施しました。 

 赤い羽根共同募金運動は、「自分のまちをよくするしくみ」として、制度のすきまの課題に

対応する地域福祉活動を推進する運動として、多くの地域住民の皆様にご理解とご協力をい

ただき取り組みを進めました。市社協への助成を通じて引きこもりがちな方の中間的な居場

所づくりや生活支援活動に向けた座談会の開催や、見守り支えあい活動助成やボランティア

グループ助成など自治会やボランティアグループへの助成を行い、安心して暮らせる身近な

地域のセーフティネット作りに向けた新たな取り組みを支援しました。 

歳末たすけあい募金の助成については、学区（地区）社会福祉協議会や当事者団体などが

実施する支援活動等に助成しました。また、住民同士の支えあいによる新たな生活支援の取

り組みを応援していくために、移動外出支援車両の貸し出しや、学区助けあいサポートセン

ターの体制づくりに向けた赤い羽根共同募金テーマ型募金「近江八幡くらし支えあい応援募

金」に取り組みました。また、平成３０年度は、子ども食堂の取り組みを応援するため「子

どもの居場所応援募金」を新に取り組みました。 

 共同募金委員会事務局として、共同募金の事務や啓発活動を行いました。 

・赤い羽根共同募金 

 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 

赤い羽根共同募金 5,710,373 円 6,195,442 円 6,696,963 円 

歳末たすけあい募金 4,047,256 円 4,488,912 円 4,441,026 円 

くらし支えあい応援募金 46,174 円 71,000 円 65,534 円 

子どもの居場所応援募金 11,150 円 ― ― 
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 ・助成 

助成においては、審査委員会を設置し、公正な助成を行っています。 

〔一般募金助成事業〕 

高齢者福祉活動費 学区（地区）社会福祉協議会の高齢者福祉事業へ助成 

福祉活動対策費 市社協活動〔広報紙、生活困窮世帯、暮らしづらさを抱えた方

の中間的居場所づくり、災害ボランティア体制づくり、生活

支援の仕組みづくり、社会福祉大会シンポジウム、レク備品

の購入、子ども食堂交流会開催事業〕 

見守り支えあい活動助成〔自治会 17 団体・学区 6 団体〕 

ボランティアグループ助成〔11 団体〕 

介護予防活動助成〔9 自治会〕新規 

〔歳末たすけあい助成事業〕 

歳末助成金 各学区（地区）社会福祉協議会活動〔見守り訪問活動、配食、

ふれあい交流活動等〕 

当事者団体等への助成〔9 団体〕 

・災害援護活動 

  火災見舞金：０件 

 

④日本赤十字社滋賀県支部近江八幡市地区 

 日本赤十字社に協力し、活動資金である社資募集を行いました。 

・日本赤十字社社資募集 

 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 

一般社資（個人） 4,186,662 円 4,734,811 円 5,123,844 円 

特別社資（法人） 781,000 円 837,500 円 818,000 円 

 ・災害援護活動 

  火災見舞金：１件 

 

（５）施設・事業所などと連携し、地域福祉活動を推進 

①施設・事業所と地域福祉活動との連携 

・地域包括支援センターなどの関係機関に、見守り支えあいのまちづくり一覧表を配

布しました。また、居宅介護支援事業所で地域福祉活動についての説明を行いました。 

・高齢者福祉施設に小学校における福祉教育や、居宅介護支援事業と地域の見守り支

えあい活動との連携などをつなぐ取り組みを行いました。今後も、こうした事例につ

いて周知を図りながら、連携促進を図りたいと考えています。 

 

（６）市社会福祉協議会の基盤強化 

〈評価と今後の方向性〉 

 社会福祉法人において経営組織のガバナンスの強化および事業運営の透明性の向上、財務

規律の強化等を行い、透明性のある組織運営を行っていくため役員が参画した事業戦略や組
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織、経営基盤の安定確保を図る必要があります。 

① 会務の運営 

【理事会】 

 本会の業務執行の決定・理事の職務執行の監督等のため、理事会を開催しました。 

開催日 議事内容 

６月５日 

第１号議案 平成２９年度事業報告について 

第２号議案 平成２９年度決算について 

第３号議案 平成３０年度第１回評議員会の開催について 

９月１０日 

第４号議案 デイサービスセンターひまわり運営規程の改正について 

第５号議案 デイサービスセンターきらめきあづち運営規程の改正に 

ついて 

第６号議案 ホームヘルプステーションあづち運営規程の改正について 

１０月３０日 

第７号議案 評議員の欠員補充に伴う候補者の決定について 

第８号議案 理事の選任に伴う候補者の決定について 

第９号議案 第１次補正予算について 

第 10 号議案 会員規程の改正について 

第 11 号議案 評議員選任解任委員会の招集について 

１１月１５日 第１２号議案 評議員会の開催について 

１月３１日 働き方改革関連の法改正に伴う影響、対応について  

３月１５日 

第１３号議案 平成３０年度第２次補正予算（案）について 

第１４号議案 平成３１年度事業計画（案）について 

第１５号議案 平成３１年度収支予算（案）について 

第１６号議案 平成３０年度第３回評議員会の開催（案）について 

 

【評議員会】 

 本会事業の運営を監督するとともに重要事項の決定のため、評議員会を開催しました。 

開催日 議事内容 

6 月 28 日 
第１号議案 平成 29 年度事業報告の承認について 

第２号議案 平成 29 年度決算の承認について 

11 月 26 日 
第３号議案 理事の選任について 

第４号議案 第 1 次補正予算案の承認について 

3 月 28 日 

第５号議案 平成 30 年度第 2 次補正予算（案）について 

第６号議案 平成 31 年度事業計画（案）について 

第７号議案 平成 31 年度予算（案）について 

 

【監査】 

 職務執行・会計の監査のため、監査を実施しました。 

開催日 内容 

5 月 29 日 平成 29 年度の事業報告および決算の監査 
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顧問税理士による定期監査を毎月１回定期的に受け、会計事務の透明性、正確性を図りまし

た。 

 

【評議員選任解任委員会】 

 評議員の補充選任のため評議員選任解任委員会を設置しました。 

開催日 内容 

11 月 6 日 評議員候補者の選任 

 

② 基盤強化 

【第２次地域福祉活動計画推進３か年アクションプランの推進】 

第２次地域福祉活動計画（平成２９年度～平成３３年度）「地域福祉活動宣言：私たちは、

見守り守られることが実感できるつながりのあるまち近江八幡を目指します。」の推進を

目指して、平成２９年１０月から平成３２年９月までの３か年アクションプラン（生活支

援活動強化方針）を策定し、３か年の到達目標を①自治会単位の見守り支えあい推進組織

を７０か所へ（現在約４０か所）、②学区単位の居場所を１０学区へ（現在９学区）、③学

区たすけあいサポートセンターを１０か所へ（現在１学区）として取り組みを推進してい

ます。 

平成３０年度の成果 

①自治会単位の見守り支えあい推進組織 新規１０か所 

②学区単位の居場所 新規１か所 

③学区たすけあいサポートセンター（生活支援グループ） 新規１か所 

 

【地域福祉推進事務局会議の開催】 

 地域福祉活動を推進していくうえで、行政との連携は欠かせないものであり、地

域福祉計画と地域福祉活動計画の推進状況や課題を確認しながら、取り組みを進め

ました。参加者：市福祉政策課職員、市社会福祉協議会職員 

 

【研修（社協役員・民児協会長合同研修会）】 

 社協活動についての合同研修会を実施しました。 

開催日 内容 

H31 年 1 月 12 日 第 12 回全国校区・小地域福祉活動サミット in 豊中に参加 

 

【経営あり方検討委員会】 

市社協の経営および財政に係る基本的な課題の検討および市社協の現行事業に関

すること、市社協が行うべき新規事業等に関することで委員会を開催しました。 

日付 内容 

H30年3月13日 （１）委員会のスケジュールについて 

（２）市および市社協の現状と課題について 

   5月 18日 （１）各事業の経緯および変遷について 
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 ① 各事業について 

 ② 監事からの意見徴収 

（２）県内市社協との比較で見る本市社協の現状について 

   7月 27日 （１）平成 29 年度決算報告について 

（２）障害福祉サービス事業について 

   8月 24日 （１）論点整理（案）について 

   9 月 7 日 （１）経営のあり方について（答申案） 

 

 

③ 苦情解決の実施 

 社会福祉協議会が実施するサービスの苦情解決を図るため、毎月１回職員による会議を開

催しました。 

① 相談（苦情）件数および事故件数 

 H30 年度 H29 年度 H28 年度 

福祉サービスに対する相談（苦情） ５件 ５件 ２件 

福祉サービスにおける事故 １５件 ２４件 ２１件 

地域福祉活動に対する相談（苦情） ２件 ０件 ０件 

地域福祉活動における事故 ０件 ０件 ０件 

施設管理業務に対する相談（苦情） ０件 ０件 ０件 

施設管理における事故 ０件 ０件 ０件 

その他 ２件 ３件 １件 

合計 ２４件 ３２件 ２４件 

④ 施設運営管理 

 総合福祉センターの一部業務（貸館業務）の委託により実施しました。 

 H30 年度 H29 年度 H28 年度 

貸館合計 919.5 969.5 917.5 

市関係 425（46.2％） 479（49.4％） 418（45.5％） 

福祉団体等 482（52.4％） 454（46.8％） 390（42.5％） 

社会福祉協議会 12.5（1.3％） 36.5（3.7％） 109.5（11.9％） 

 

 


